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１．はじめに 

少子高齢化が進み、令和 2 年 10 月 1 日現在での

65 歳以上の人口は総人口の 28.8％となった[1]。

さらには 2006年から運転免許の更新時の年齢が満

75 歳以上の場合は認知機能検定も義務化となり、

免許の自主返納率が向上した[2]。これにより高齢

者の移動手段は自家用車から公共交通機関に変わ

りつつある。しかしこれまでの研究では、交通事業

者側を考慮した研究は少なく、事業者の経営維持

が困難になる可能性がある。乗合バス事業の経常

収支率は 100％を下回っている年度があり、黒字事

業数より赤字事業者数が多いのが現状である[3]。 

そこで本研究では、交通サービスのような単独

サービスだけで問題解決するのではなく、ＩＣＴ

により複数のサービスを連携することで、サービ

ス事業と市民生活の利便性向上の両立を図る。 

 

２．本研究のアプローチ 

 バス利用者の減少により、交通手段の確保とし

てコミュニティバスが導入された。しかし、需要の

少ない地域での導入は、輸送費用の増加により自

治体の負担が大きくなった。これにより、コミュニ

ティバスに替わってデマンド交通が着目されるよ

うになった[4]。デマンド交通はあらかじめ決まっ

た時間帯・場所を運行するのではなく、デマンド

（利用者の要求）が入ったときのみ運行する交通

サービスである。そのためにデマンドが入り次第

バスを運行するサービスとなり乗車率の低いバス

を発生させる原因となる。 

 しかし従来のデマンド交通システムでは、デマ

ンドの数、発生場所によって乗車率の低いバスを

多数走らせることになり、前章で述べたようにバ

ス事業者の経営維持は困難になると予想される。 

 上述した課題を解決するために、提案システム

では利用者と交通事業者に加えて、利用者の行先

を第三の事業者として組み合わせ、複数のデマン

ドを集約した交通システムを提案する。 

 

３．提案手法  

 本研究では東京都八王子市内にある大規模総合

病院を第三の事業者として想定し、そこで発生す

る待ち時間の間に、複数の乗客を乗合の形で輸送

することを原則とする。 

⑴ 利用者がデマンドを投入する 

⑵ デマンドの投入と同時に行先施設のサービ

スを予約する 

⑶ 待ち時間を利用して交通順路を作成する 

⑷ 複数の両者を乗合で目的地に輸送 

 

４．検証 

 ３章で述べた提案手法の成立条件は下記となる。  

(ア)乗合運行が可能である待ち時間が十分に発

生していること 

(イ)(ア)の待ち時間の間に、提案システムの輸

送が完了すること 

本研究で使用したデータは以下の通りである。 

・西東京バスの各停留所の位置情報 

・各停留所を出発し、八王子駅・京王八王子駅を経



由して病院の最寄り停留所へ向かった 2018 年 4

月分利用データ 

病院の利用者と予測されるデータを抽出した病院

の待ち時間を図 1 に示す。この結果より待ち時間

は 90 分が最頻値であり、先の条件（ア）は成立し

ている。 

 

 

またデマンド位置は図 2 に示す。各デマンドの

位置情報は、それぞれの停留所の緯度経度を調べ、

ヒュベニ近似式より 2 点間の距離を算出した。ま

た遺伝的アルゴリズムより複数のデマンドの最短

経路、総距離を求めるようにした。バスの時速を

10km と仮定し、輸送時間が 90 分以内に収まった

場合はデマンドを集約し、90 分以上の場合はデマ

ンドの数を減らして再度検証した。 

表１はデマンドを集約した結果である。この結

果より、複数のデマンドを 1 台のバスで輸送する

ことが出来た。つまり、先の条件（イ）が成立する

ことがわかった。しかし時間帯によってデマンド

数が少なく、デマンドを集約しても 1 人または 2

人を輸送する時もあった。 

 

 

５．提言  

本研究では複数のサービス予約が同時に可能な

システムを前提に、利用者と交通事業者が共に有

益な交通システムを提案した。本報告では病院の

例を述べているが、同様の効果は観光地や学校に

おいても成立するし、交通機関以外のサービス間

連携でも有効である。 

しかし、業種・業態を横断してシステムを連携さ

せることは民間企業１社で実現するのは困難であ

る。そこで、行政や大学が一体となり各種サービス

を連携させ、データを活用することで、少子高齢化

時代でも豊かな生活環境を提供できると考える。 
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図1 病院の待ち時間

図 2 デマンド発生位置 

表１ デマンドの集約とその経路 


